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「君子和して同ぜず」
学習院大学
国際社会科学部 教授

伊藤元重さん

これに「小人同じて和せず」と続きます。この言
葉はいろいろな場面でその重要性を感じます。個人
的な姿勢でいえば、自分の特徴をしっかりと持つこ
と、他の人と違いがあれば、それを大切にするとい
う姿勢です。そして、それは決して他の人と和すこ
とができないわけではないということです。最近は
ダイバーシティという言い方をしますが、多様な人
がいる社会の方が活力が出てくるものです。私の専
門の国際経済の世界でも、この言葉の重要性を感じ
ることが少なくありません。グローバル化対応とは、
他の国の制度や文化に染まることではありません。
自国の文化や伝統を大切にしてこそ、真のグローバ
ル化が実現するのだと思います。比較優位という概
念がありますが、他と違っていることが国際経済活
動からの利益の源泉でもあるのです。

いとうもとしげ／1979年米ロ
チェスター大学経済学博士号取
得。専門は国際経済学。東京大
学大学院教授を経て2016年4
月より現職。税制調査会委員、
復興推進委員会委員長、経済財
政諮問会議議員、社会保障制度
改革推進会議委員、公正取引委
員会独占禁止懇話会会長などの
要職を務め、政策の実践現場で
多数の実績を有する。
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ビジネス
を取り巻

く環境が
刻 と々変化し

ている―
―。事業

の種類や
規模を

問わず、
今、そう

した実感
を持って

いる企業
は多いは

ず。その
変化を

チャンスと
して、将

来の飛躍
につなげ

るにはどう
したらいい

か。

経済産業
省はこの

4月、一
つのビジ

ョンを示
しました。

●  「新産業
構造ビジ

ョン」中間
整理

CLICK!

第4次
産業革命

http://www.meti.go.jp/press/2016/04/20160427007/20160427007.html
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チャンス
に! タイムに分析を行い、新たなサービ

スや製品の社会実装が可能になる中
では、データそのものが価値創造の
源泉となります。

例えば、商品やサービスの提供が
個々のニーズに合わせ、いっそうカ
スタマイズされるようになる。社会
に眠る資産と個々のニーズとをコス
トゼロでマッチングできるようにな
る。AIやロボットがますます人間の
役割をサポートし、部分的に代替す
るようになる……。そうした状況に
いかに対応するかは、それぞれの事
業者にとっても重要なテーマのはず
です。商品・サービスの開発や生産、
さらには流通、アフターサービスな

ど、事業活動に上手に取り込むこと
ができれば、それは将来の成長の大
きな助けとなるに違いありません。
まして今の時代、マーケットは国境
を越えてグローバル。やり方しだい
で、チャンスは世界に広がっている
のです。

これらの結果として、産業構造、
就業構造は大きく変わっていくこと
が予想されます。では具体的に、ビ
ジネスの現場や社会では、どんな変
化が起こっていて、今回のビジョン
では何が示されているのか――。次
ページ以降では、企業のリーダーの
の声なども交えながら、ポイントを
解説していきます。

革新が進展――。そうした中で日本
が新たな成長フェーズに移行するに
は、官民が共有する「羅針盤」が求
められます。そこで経済産業省は、

「新産業構造ビジョン 中間整理 〜
第4次産業革命をリードする日本の
戦略〜」を取りまとめました。

今回のビジョン策定にあたって、
特に重視したのはIoT、ビッグデー
タ、人工知能（AI）、ロボットなどの
技術革新です。自然や社会のあらゆ
る活動、情報がデータ化され、それ
がネットワークにより連携。リアル

格的な人口減少経済に突
入する一方で、第4次産
業革命とも呼ばれる技術本

第4次
産業革命
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新技術を競争力につなげる秘訣
ーバルな視点での展開」と「オープ
ンイノベーション」でしょう。

デジタル革命は途上国も含め、世
界で同時に進展しています。日本社
会の課題は世界共通の課題でもあり、
それを解決した知恵を各国の課題解

に発信することが、日本が世界をリ
ードする道。今年1月、「第4次産
業革命を極める」がテーマになった

「世界経済フォーラム」※で共同議長
の一人として前述の「Society 5.0」
の説明をした時も多くの共感を得て、

デジタル革命がビジネスと社会を
大きく変えるなか、各国で戦略策定
と具体的な取り組みが進んでいます。
日本は海外に先行されているという
声もあるのですが、製造業などフィ
ジカル面の技術・経験ではリードし
ている部分も多い。フィジカルとサ

長の踊り場といわれた20年間を抜
ける絶好の機会だと感じています。

政府は今年1月の「第5期科学
技術基本計画」で、日本の未来像
として、デジタル技術を基盤に多
彩なシステムを連携させ、サイバ
ー空間と現実空間を融合しながら
社会の課題を解決する超スマート
社会「Society 5.0」を提示しまし
た。そして、必要なもの・サービス
を各人のニーズに応じて提供できる
社会と定義し、強力に推進するとし
ています。

本年4月の「新産業構造ビジョン 
中間整理」は、その理念にも合う形
でデジタル革命による日本の変革像
やそこでの課題・戦略などの今後の
方向性がよくまとめられています。

多様な文化がぶつかり 
イノベーションは前進する
  「新産業構造ビジョン 中間整理」
の戦略を推進するとき特に重要にな
るのが、ビジョン内にもある「グロ

グローバルなメッセージを発信して
いくことが大切です。

オープンイノベーションの第一歩
は産官学の緊密な連携で、その先に
はグローバルなオープン化に向けた
挑戦が必要だと思います。イノベー
ションは多様な文化がぶつかること
で前進しますから、日本の大学、研
究機関、企業がそうした場になるこ
とが重要だと考えています。

信頼関係が支える  
「現場」が鍵を握る

日本の強みは職人気質のものづく
り、きめ細かい仕事、思いやりあふ
れる人間関係などによって培われた
信頼が支える「現場」にあります。
IoTでその現場からデータを集め、
社会の多様な課題を解決するという
のが今回のビジョンで示した将来像。
信頼関係をもとに技術を活用し、相
手の視点から社会課題のソリューシ
ョンを提供する。そんな潜在力をも
つ国は多くありません。その力を活
かして課題解決の実績を積み、海外

※例年1月末、各国首脳も含む世界のトップリ
ーダーを集めてスイスのダボスで開催される国
際会議。

イバーの融合が急速に進む今は、
決に活かすことが、日

新たな競争力を獲得し、成
本の競争力も高めるはず。常に

日本の可能性を実感
しました。
  「新産業構造ビジ
ョン 中間整理」は、

も示唆に富む内容になっていると思
います。そして「中間整理」の名の
とおり、まだ進化させていく必要が
あります。経営者の方にもぜひ目を
通していただき、社内外の多くの
方々と議論を深めてほしい。それが
ビジョンの進化や世の中での共通理
解につながると考えています。

それは、政府、研究・教育機関、ベ
ンチャー、中小企業、大企業などの
連携を促す基礎となり、個人や組織
のチャレンジ精神の醸成に役立つで
しょう。こうした取り組みが既存の
枠を超えた新しい事業を次々と生む
流れとなり、日本社会全体の力に繋
がることを期待しています。

強みを活かして
世界をリードする

中西宏明（株式会社日立製作所 取締役会長 代表執行役／産業構造審議会 新産業構造部会 委員）

企業の事業戦略を考える上で

1970年、日立製作所入社。
執行役副社長／北米総代表、
代表執行役 執行役社長な
どを経て2016年より現職。
日本経済団体連合会副会長。
スタンフォード大学大学院
修士課程修了。

中西宏明さん

CLICK! ● 株式会社日立製作所

産業界の

リーダーが

語る

A

A

http://www.hitachi.co.jp/
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第4次産業革命での変化を活かして成長のチャンスを
つかむため、私たちは何に気をつけ、どう動くべきでしょうか。
産業界で活躍し、海外事情にも明るい識者の方々に聞きました。新技術を競争力につなげる秘訣

んなデータも活用の仕方で価値が生
まれるということを理解してほしい
と思います。問題解決能力や英語力
に加え、今後はデータを分析し、そ
の意義を理解する力が業界・職種を
問わず不可欠になります。また地方
で働く方には、高齢化や過疎などの
問題が、この技術革新で解決し得る
ことをぜひお伝えしたいですね。

時代が来ると思います。リモートワ
ークが可能な環境が整って就業機会
が増え、学習進度にあわせて世界レ
ベルの授業が受けられる遠隔教育ツ
ールも登場しました。地域の課題を
解決するために条例をつくる場合も、
自治体なら国より臨機応変に対応で
きますから、高齢化など他国に先行
した問題を新技術で解決しながら成
功事例をつくっていけますね。

課題発見と挑戦は  
人間にしかできない
安宅　革新的な技術、アイデアを持
ったベンチャーが世の中を変える時
代が来ています。今は幕末のような
カオスの時代で、若手にも天下を取
るチャンスがありますので、ぜひ楽
しみながら新しい〝祭り〟に参加し
てほしい。行政も申請ベースで特定
の分野の許可を出すのではなく、最
低限のルールを決めてあらゆる分野

らすメリットが際立つ

大変革のなかで  
どう勝負するか
安宅　今起きているのは、蒸気機関
車の時代にリニアモーターカーが現
れるような技術革新です。社会・産
業にも大変革が起こりますが、日本
では価値を生むもとになるデータが
海外に流出し、その処理コストも高
く、データを活かせる人材も不足し
ている。このままでは日本は

しかねません。
長嶋　ドイツでは製造業の付加価値
をデータ活用で高めようとしており、
そこでは日本も負けていません。た
だ、それを支える人材の活用・育成
で遅れをとっている。今後は人が担
う仕事の種類も変わります。ドイツ
は同一労働・同一賃金の労働改革を
徹底し、社会全体で適材適所を実現
する仕組みをつくりましたが、日本
ではそれが緒についたばかり。国力
の源である教育でも、AIでも代替可
能な“指示を正確にこなす”力を同
質的に育てることより、データを扱
う力の底上げやリーダー層の育成に
注力すべきでしょう。

地方の課題も  
技術革新が解決
安宅　仕事の現場にいる人には、ど

競争力を失い先進国から脱落

長嶋　環境のよい地方で暮 備わった安全装置ですが、
変化は必然という心意気で

で自由な挑戦ができる特区を設置し
て、新たな才能と情熱を解き放てる
環境をつくってはどうでしょう。
長嶋　前例のない社会課題に自らの
意思で挑戦するのは、AIにはできな
いことです。技術の進化によって、
少人数・低コストでの挑戦も可能に
なり、失敗も価値として活かせる状
況が生まれています。恐れは人間に

りではないのですが、変化を眺める
だけでなく主体的に自ら踊ってみる
ことが大切だとお伝えしたいですね。
安宅　4月に出た「新産業構造ビジ
ョン 中間整理」は、長期的な視点で
AIやビッグデータがつくる未来の
課題とその対策を描いていて、挑戦
のいいヒントになると思います。

強みを活かして
世界をリードする

トライ＆エラーを通し
て成功の確率を上げて
いってほしい。阿波踊変化の時代にま

ず動いてみる

安宅和人（ヤフー株式会社 チーフストラテジーオフィサー〈CSO〉）×

長嶋由紀子（株式会社リクルートホールディングス 常勤監査役／産業構造審議会 新産業構造部会 委員）

1993年、マッキンゼー・
アンド・カンパニーに入社。
97年、イェール大 学脳神
経科学プログラムに入学し、
2001年に博士号を取得し
て同社に復帰。08年、ヤフ
ー入社、12年より現職。

安宅和人さん

CLICK! ● ヤフー株式会社

1985年、リクルート（現
リクルートホールディング
ス）入社。2008 年、リクル
ートスタッフィング代表取
締役社長就任。16年よりリ
クルートホールディングス
常勤監査役。

長嶋由紀子さん

CLICK! ● 株式会社リクルートホールディングス

http://docs.yahoo.co.jp/
http://www.recruit.jp/
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課題解決で
需要を喚起!

家庭では独居高
齢者の見守りや、ヒートショックな
どの家庭内事故死の予防、必要な品
の自動注文、生活状況に即した広告
の提示などのサービスが普及する
でしょう。さらにコミュニティ全
体でのエネルギー供給や物流の効
率化も進み、環境負荷と生活コスト
の小さいスマートな社会が実現し
ていきます。

家庭内機器の
IoT化が進み、多彩な
生活関連データが機器やサービス
の境界を越えて統合、利用されてい
くことで、従来にない価値を持つサ
ービス・製品が生まれます。

電力の使用状況を見える化する
スマートメーターを節電に活かす
取り組みはすでに始まっており、政

産
業
構
造
はこう変わる

自動車の自動走行やドローンの技
術の進歩を軸に、ヒト・モノの、よ
り安全、安価で自由な移動が可能に
なり、新サービスも登場します。

例えばトラックなどの隊列走行が
実現し、物流業での幹線輸送部分の
効率がアップ。ドローンでの荷物配
送もいっそう普及していきます。

政府は東京五輪での無人自動走行
による移動サービスや高速道路での
自動運転を目指しており、完全自動
走行が普及すれば、運転中の時間を
対象とした広告や教養・娯楽サービ

IT企業の自動車産業、交通サービス事業への
参入などによる環境変化に対応すべく、今年
1月、トヨタ自動車は米国・シリコンバレー
を拠点にAIの研究・技術開発を行うToyota 
Research Institute（TRI）を設立しました。
5年で10億ドルを投資して、大学、AI

関連企業、ベンチャーなど幅広い組織との連
携による「ものづくり＋サービス企業」への
変革を目指します。トヨタと目標を共有した
うえでTRIにアプローチを一任し、柔軟な処
遇、加点主義の評価などイノベーションを生
む環境づくりにも注力する予定です。

ものづくり＋サービス企業へ
トヨタが米国にAI研究拠点

スも提供され、農業など別分野での
無人産業利用も進むでしょう。

一般道でも自動運転が可能になれ
ば、無人交通サービス、無人物流な
ど多彩な分野で活用が広がり、移動
シェアリングサービスも拡大。交通
事故、渋滞、移動困難者、地球環境
問題といった課題の改善に貢献しま
す。自動車製造業、鉄道などの交通
事業、物流事業、シェアリング事業
といった従来の業種別産業から、社
会ニーズに合わせた異業種間での業
界再編が起こる可能性もあります。

CLICK! ● トヨタ自動車株式会社

府も2017年をめどに、節
電した電力量を売買できる

「ネガワット取引市場」の
創設を目指しています。

http://www.toyota.co.jp/


09METI Journal

医療情報の電子化や介護プランニ
ングの最適化も進み、AIを活用した
医療診断支援システムや、AIで認
識・制御機能を向上させた医療・介
護ロボットが導入されることで、現
場の負担は軽減されていくはずです。
また生体情報解析を、体質にあった
副作用の少ない医薬品のデザインや、
疾患の早期発見に役立てるといった
ことも可能になるでしょう。

健康・医療データやAI、ロボット
の活用が進み、一人一人に合ったヘ
ルスケアサービスの提供や医療・介
護現場の負担減が実現します。　

ウェアラブルデバイスなどで取得
したリアルデータを記録・分析して
健康状態を見える化し、それに合わ
せた健康・予防サービスする動きが
さらに広がり、健康データを利活用
した受診勧奨も一般化するでしょう。

う。
マーケティングでは、複数企業の

連携による消費データの共同利用が
さらに進んでいきます。これまでも
顧客データを活用した商品開発が行
われてきましたが、リアルタイムで
の消費者のニーズをより的確に把握
した上で付加価値の高い商品の開発
や販売行動が可能になり、潜在需要
の開拓が進んでいくはずです。

製造・流通・販売といった幅広い
分野のデータを連係しながら活用
することで、生産の効率化がさらに
推進され、開発、販売でも顧客のニ
ーズにより対応した製品・サービス
が提供できるようになります。

供給面ではサプライチェーンの
最適化が進み、在庫のムダを押さえ
ながら発注から納品までの期間を
短縮できるようになります。

生産面ではAIやロボットによる
自動化が進展。工場の保守でも、セ
ンサーデータを用いた異常の早期
検知やアラートが可能になります。
個別ニーズに対応して大量の製品
を安価・迅速に供給するマスカスタ
マイゼーションも現実化するでしょ

こう変わるデジタルデータの利活用がますます進むことで、ビジネスは
どう変わるのでしょうか。商品・サービスのカスタマイズ化が進み、
製造や販売の自律化もいっそう実現。産業の壁を越えた再編が起き、
社会的な課題を解決する新ビジネスが発展する──。
そんな未来像について、移動、暮らし、商品などの
売買、健康など側面から紹介します。

リアルデータ解析で
店舗運営戦略を革新

株式会社ABEJA 
代表取締役社長CEO 岡田陽介さん

国内の小売・流通の実店舗はリアルデ
ータの宝庫ですが、これまでECサイ
トのような多角的データの収集・解析
が遅れていました。ディープラーニン
グを活用した店舗データ解析サービス

「ABEJA Platform」は、来店者の属
性や購買行動といったデータを取得、
解析、可視化し、マーケティング、生
産性、購買体験などの向上につなげる
もので、導入実績は300店舗以上。
今後は小売・流通のサプライチェーン
における一貫マネージメントを目指し、
東急電鉄グループと連携した街づくり
やダイキン工業の技術開発拠点との協
業など、第4次産業革命を見据え、新
分野での取り組みも進めていきます。

CLICK! ● 株式会社ABEJA

http://www.abeja.asia/
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私たちが働く職場の将来を考え
たとき、多くの産業で予想されるの
がAIやロボットなどのさらなる活
用でしょう。

決まった作業を行う定型労働ば
かりでなく、非定型労働においても
省力化が進むことは、人口減少の只
中にある日本にとって、人手不足解
消の手段としても期待されます。
また、AIやロボットを使いこなして
共に働く仕事や、人が直接かかわる
ことに価値がある仕事などが新た
に生まれる可能性もあります。

一方、雇用のボリュームゾーンで
ある中間層（右図参照）については、
情報・データやITに関するリテラシ
ーなどが新たに求められます。

どんな仕事が増え  
どんな仕事が減るのか

ここでいくつかの仕事について、
内容の変化を考えてみましょう。

まずは、経営企画や商品企画、マ
ーケティング、研究開発といった上
流工程の仕事。こうしたハイスキ
ルの仕事はさまざまな産業分野で
新たなビジネス、市場が拡大するこ
とから増加が予測されます。

次に製造や調達。これらは、IoT
やロボットなどによる工場の省力
化・無人化、またサプライチェーン
の自動化・効率化により減少する可
能性が高いといえます。

営業や販売はどうでしょうか。
顧客データ・ニーズの把握やそれを
商品・サービスとマッチングする技
術が発展することにより、付加価値
の低い仕事の減少は免れないでし
ょう。ただし、安心感が購買の決め
手となる分野では、仕事が

増える可能性も。業務がAIやビッ
グデータなどの技術で置き換えら
れるかがポイントとなりそうです。

サービスの仕事も同様で、やはり
技術で置き換えが可能な単純なも
のは減ってしまいますし、一方で人
が直接対応することが質・価値の向
上につながる高付加価値なものは
増えていくと考えられます。

そして、IoTやビッグデータ、AI
などと関わりが深いITの仕事につ
いては、スキルが求められる分野で
は仕事が増える見込み。他方、給与
管理やデータ入力といったバック
オフィス業務はAIやグローバルア
ウトソースに代替され、減少してし
まうでしょう。

現状放置か、変革か―― 
分かれ目に立つ日本

これら職業別の従業員数の増減
予測をまとめたのが右ペー

IoT、ビッグデータ、AI、ロボットといった第4次産業革命の基盤となる技術の進歩は、
一人一人の働き方、そして社会全体の就業構造にも大きな影響を及ぼすに違いありません。
なぜなら技術の革新によって、人間に求められる仕事の内容、役割が変化するためです。
少子高齢化、グローバル化といった社会状況も踏まえ、将来を見極める必要があります。

求
め
ら
れ
る
ス
キ
ル
も
大
き
く
変
化
！

就
業
構
造
はこう変わる
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こんな取り組みも考えられています！

「日本版高度外国人材グリーンカード」で海外人材を受け入れ
激化する世界レベルの競争に打ち勝つには、
国籍・性別・年代を問わず優れた人材を活用
していく必要があります。特に今後、人材の
不足が見込まれるIT分野などでは、専門的・
技術的外国人材の獲得が重要です。
英国、米国では起業家、専門技能者・知的労

働者などを永住許可取得のカテゴリーとして
明示し、申請に必要な在留期間も日本に比べ
て短く設定しています。日本でも永住権取得
までの必要在留期間を世界最短レベルとする

「日本版高度外国人材グリーンカード」を創
設し、その積極的な受け入れを目指します。

初等中等教育からのプログラミング教育でITスキルを底上げ
仕事に必要なスキルが変わるなか、人材ニー
ズの変化に合わせた新たな教育システムの構
築が急がれています。高度なITスキルの養
成は特に重要なものの一つ。その第一歩とし
て政府が目指すのが、論理的思考力等を育む
プログラミング教育の必修化です。

英国をはじめ、世界各国でプログラミング教
育の必修化が進んでおり、日本でも、小学校
での体験的な学習、中学校でのコンテンツに
関する教育、高等学校における情報科の共通
必修化などで、発展の段階に即した能力強化
を目指します。

ハイスキル
業務は
増加

安心感を
鍵として
増加

ハイスキル
業務は
増加

こう変わる

取るのか、痛みを伴う転換の道を選
ぶのか──。分かれ目に立つ日本が
なすべきことについて、今回の「新
産業構造ビジョン 中間整理」では7

つの対応方針をまとめています。未
来に向けた具体的戦略とは？　次ペ
ージでは、その7つのポイントも紹
介しています。

ジの一覧表です。重要なのは、「現
状放置シナリオ」と「変革シナリオ」
の2つの数字が示されている点。現
状のまま、企業・系列・業種の壁や
自前主義が温存されたままでは、デ
ータ利活用の基盤であるデータプラ
ットフォームを海外に依存せざるを
得ませんし、機械化・デジタル化に
よる雇用機会の喪失も深刻なものと
なってしまいます。

こうしたシナリオを回避するため
には、第4次産業革命の技術革新と
データを活かした新たな需要の発
掘・獲得が不可欠。教育や人材育成、
外国人材の活用、また労働市場、雇
用制度の改革においても、今後の経
済社会システムの変化を見据えた取
り組みが大事になります。

現状放置のまま安定したジリ貧を

高付加価値
分野が
増加



経済と社会を
再設計する
7つのポイント
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│担当者の声

と思っています。例えば1960年代、
70年代であれば、やはり各省庁に
多様な最新情報が集まってきました
し、蓄積もあった。それを分析して
将来の方向性を示すことは、効率的
な経済成長を目指す上で意味があり

ました。しかし現在、分野によって
は民間の方が最先端の情報を持って
います。単純に国が先頭に立ってリ
ードする時代ではありません。そう
した中では、さまざまな分野の専門
家が一堂に会して、結論を想定せず
に議論する。そのプロセス自体にも
大きな意味があると感じています。
新國　実際、今回の新産業構造部会
でも、企業、大学、NPOに所属する
多彩な委員の方たちが、国のあるべ

──経済産業省をはじめ、政府はこ
れまでも経済や産業に関するさまざ
まなビジョンを発信してきました。
国がビジョンを示す意義についてど
う考えていますか。
今里　それは時代によっても異なる

1列目左から： 今里和之、濱野展幸
（企画官）、羽藤陽子、神田啓史、井
上博雄（課長） 、沼田晴菜、岡田時
房、野田博史
2列目左から：高谷慎也、新國信一、
上杉健司、藤原真理奈、正木慎太郎、
平澤史子、高橋一也、川口真範

経済産業省 政策局 産業再生課

これからの日本を考えるにあたり、「新産業構造ビジョン」はどんな意味を持っているのか。
経済産業政策局産業再生課の今里和之総括補佐、新國信一係長、上杉健司係長に聞きました。

刺激的な議論のエッセンスが
今回のビジョンには詰まっている

データ利活用促進に
向けた環境整備
データプラットフォームや企業間
のデータ流通市場を日本として構
築する。個人データの利活用につ
いては、プライバシー保護とバラ
ンスを取りながら推進。セキュリ
ティ対策、ルール整備も実施する。

CLICK! ● 新産業構造ビジョン 
 P48

人材育成・獲得、雇用
システムの柔軟性向上
初等中等教育、トップ人材の育成、
ミドルスキル人材の底上げを一体
的に展開する。また、高度外国人
材の受け入れも促進。円滑な労働
移動を実現するため、労働市場、
雇用制度の柔軟性も高めていく。

CLICK! ● 新産業構造ビジョン 
 P63

イノベーション・
技術開発の加速化
企業・大学・ベンチャー企業・国
立研究開発法人等の間の障壁を取
り去り、オープンイノベーション
を進める。さらにグローバル水準
のイノベーション拠点を整備し、
国家プロジェクトにも力を注ぐ。

CLICK! ● 新産業構造ビジョン 
 P75

http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/shin_sangyoukouzou/pdf/008_05_01.pdf#page=49
http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/shin_sangyoukouzou/pdf/008_05_01.pdf#page=64
http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/shin_sangyoukouzou/pdf/008_05_01.pdf#page=76
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──新産業構造部会の開催にあたっ
て、毎回、議論の材料になる情報を
収集したり、委員の活発な議論を整

車産業、物流産業と産業別に考える
ことはできません。情報サービス業
や小売業など、新しいプレーヤーが
どんどん入ってきてこれまでにない
価値を生み出していくでしょう。そ
うした中での国の役割は、規制の緩
和などで、才能と情熱のある人が存
分に活躍できる場をつくることだと
思っています。
今里　今回の中間整理を読まれた方
から、「産業、経済の現状と未来像を
これだけ体系的にまとめたものはな
い」という言葉もいただいています。
今後の課題は、ビジョンで示した第
4次産業革命の価値をいかに社会に
浸透していくか。革新的技術がもた
らすメリットについて、国民的理解
が深まっているとはまだいえません。
他省庁とも連携し、国全体で、社会
が変革を受け入れやすい環境をつく
っていくことも、私たちの大事な使
命だと思っています。

き姿について刺激的な議論を展開し
ました。8カ月にわたるディスカッ
ションを「中間整理」としてまとめ
ましたが、ホームページには各部会
の議事録もアップされています。そ
れも含めて、一つの“公共財”であ
るというのが私の実感。10年後、20
年後の経済、社会を考える貴重な材
料になっていると思います。
上杉　今の時代、国が将来のビジョ
ンを提示する意味。それは、ある種
の“ワクワク感”を提示することに
あると思います。確かに現実の経済、
社会は厳しい問題を抱えている。あ
る委員からは、「このままでは日本
のIT企業は小作人になってしまう」
という発言もありました。プラット
フォームを外国企業に押さえられて
いるという意味です。しかしだから
こそ、そうした状況を転換する明る
い未来像が必要です。今回の「新産
業構造ビジョン」も、ぜひ前向きな
目線で読んでほしいと思います。

混沌の中にこそ  
大きな可能性がある

理したり──。担当者として、「新
産業構造ビジョン」の取りまとめを
支える中で感じていることを聞かせ
てください。
上杉　“公共財”という言葉もあり
ましたが、一人でも多くの人に今回
のビジョンの内容を知ってもらい、
それを自分の仕事に生かしてもらえ
たらと思います。企業の経営層はも
ちろん、若い一般社員にとっても価
値のあるものになっているはず。各
分野の一線で活躍する委員の方たち
の議論には、今後の働き方や生き
方を考えるヒントが詰まっていま
す。
新國　私自身が新産業構造部会の
議論を聞いていて感じたのは、今
の日本経済が混沌の中にあり、だ
からこそ大いに可能性もあるとい
うことです。例えば、将来の人や
モノの「移動」についても、自動

経済産業政策局 
産業再生課
（左から）

新國信一係長
今里和之総括補佐

上杉健司係長

産業の再生に関する基本的な政策
の企画及び立案並びに推進等を所
掌する産業再生課では、2015年
6月の日本再興戦略の閣議決定の
結果を受け、省を挙げて「新産業
構造ビジョン」を作成するため、
井上課長を始めとする多くの課員

（左ページ）の力を結集して、今回
の中間整理を取りまとめた。

ファイナンス機能の
強化
リスクマネーの供給に向けた官民
ファンドのいっそうの機能強化、
無形資産のあり方や評価方法を検
討する。さらに、FinTech の活力
を最大化する制度面、システム面
の対応を一体的に検討する。

CLICK! ● 新産業構造ビジョン 
 P90

産業構造・
就業構造転換の円滑化
経営環境の変化に対応すべく、迅
速・果断な意思決定を可能とする
ガバナンス体制を構築する。多様
な企業ニーズに対応すべく、迅
速・柔軟な事業再生や再編を可能
とする制度、環境を整備する。

CLICK! ● 新産業構造ビジョン 
 P102

第4次産業革命の中小
企業、地域経済への波及
中小企業におけるIT 導入を促進
するため、専門家派遣、業種・企
業の垣根を超えた共通システムの
整備、自動化支援などを進める。
中小企業の競争力を高め、それを
地域経済の活性化につなげていく。

CLICK! ● 新産業構造ビジョン 
P108

第4次産業革命に向けた
経済社会システムの高度化
長期的な「将来像」、具体的な達成
目標を定め、状況変化に応じた規
制改革などを実行する。また、行
政も革新的テクノロジーを活用し
サービス向上を推進。グローバル
な視点から国際調和も促進する。

CLICK! ● 新産業構造ビジョン 
P111

http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/shin_sangyoukouzou/pdf/008_05_01.pdf#page=91
http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/shin_sangyoukouzou/pdf/008_05_01.pdf#page=103
http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/shin_sangyoukouzou/pdf/008_05_01.pdf#page=109
http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/shin_sangyoukouzou/pdf/008_05_01.pdf#page=112


日本が経済成長を持続していくためには、サービス産業全体の
底上げが不可欠。国も「今こそサービス生産性革命を」と、
強いメッセージを打ち出しています。
ではどのようにイノベーションを起こすのか――。
その方法を探ります。

サービス業の
　　　 を
倍増する
稼ぐ力

日本経済の 　　　
を占める

75％

基盤整備
サービス品質を見える化する認証制度を整備
するとともに、地域のサービス事業者の拠り所
となる拠点を設置。さらに、サービス産業に特
化した高度人材も育成する。

生産性の
底上げ

企業のベストプラ
クティスの横展開、
IT導入の促進等を
通じて、企業の業
務効率化と付加価
値の向上を目指す。

サービス・
フロンティア
の創出

観光やスポーツ、
健康、クリエイテ
ィブ、エネルギー
など、今後成長が
見込める分野での
新しいビジネスモ
デルを確立する。

国際展開

日本のサービス業
が海外に進出しや
すい環境を整え、
国際社会の中で、
企業の「稼ぐ力」
を育てる。
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　日本のGDPのおよそ75％を占め
ているのは、広義のサービス産業で
す。それ以外の農林水産業、製造
業、建設業、鉱業がここ30年下降
傾向にあるのに対し、業種も年々多
様化するサービス業は、着々とその
割合を高めています。

そんな日本経済にとって欠かせな
いサービス業ですが、他の先進国に
比べて低水準にある労働生産性がか
ねてからの懸念材料でした。下のグ

ラフを見ても分かるとおり、
米国の値を100％とした
場合の日本の労働生産性は、
60％を下回っています。
また、日本国内の製造業と
比べても、情報通信や金融、
保険、不動産といった特定
の業種以外、ほとんどが低

い水準にあるのです。
こ う し た 中、 国 は2020年 に

GDPを現状の480兆円から600
兆 円 に 増 や し、 増 額 分 の う ち、
９０兆円をサービスで生み出すと
いう目標を設定しました。人口が
減少している日本で、その目標を達
成するためには、サービス業の生産
性の向上が不可欠です。

そこで国は「IoTなどを活用した
底上げ」「サービス・フロンティア市

場の創出」「国際展開」という3つの
柱とともに、それらを下支えする

「基盤整備」を重点施策として推進。
次のページからは、いち早く最新

技術を取り入れて業務を効率化し、
飛躍的に生産性をアップさせた事
例や、サービス産業に特化した高度
人材育成の現場などについて紹介。
さらに、これから生産性の向上を図
る事業者に対して、経済産業省が整
備しているバックアップ体制など
についても解説していきます。

製造業
19%

鉱業
0%

政府
サービス

9%

建設業 6%

卸売・
小売業
14%

電気・
ガス・
水道業 
2%

金融・保険業 
4%

農林水産業 1%

不動産業
12%

サービス産業
（狭義）

20%

民間非営利サービス 2%

情報通信業
6%

運輸業 5%

出典：内閣府「国民経済計算」
（注） 民間非営利サービス生産者は、労働組合、

政党、宗教団体、私立学校。

各業種のGDPに占める割合（2014）

サービス産業（狭義）
娯楽、飲食店、旅館、洗濯･理容･美容・浴場、
その他の対個人サービス、広告、業務用物品
賃貸、自動車･機械修理、その他の対事業所
サービス、教育、研究、医療･福祉等

サービス産業（広義）
狭義のサービス産業の他、電気･ガス･水道、
卸･小売、金融･保険、不動産、運輸、情報通信、
政府サービス、民間非営利サービス

（米国を100%とした比較）
日本のサービス業は労働生産性が低い

（注）2013年通商白書から作成
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0
米国 韓国ドイツ フランス 英国 日本

60

40

20

80

15METI Journal



クラウドサービスを利用し
独自システムを自由設計

独自技術とIoTを結びつけ
新たなサービスモデルを確立

生産性を向上させるためには、業務を効率化するか、
サービスの付加価値を高める必要があります。

このページでは、その２つを同時に達成した先進事例と、
サービス業の高度人材を養成する取り組みについて紹介。
あなたの会社やお店、施設でも活用できるノウハウが、

きっと隠れているはずです。

ンセリングも行い、要望やライフスタイル
などもカルテに入力します。これらすべて
の情報を採寸や洗浄、仕上げ、会計など全
工程で共有することで、衣服の状態に合っ
たメンテナンスを提供しています。また、
電子カルテに蓄積された膨大なデータベー
スなどを活用し、熟練者が経験の中で培っ
た暗黙知の形式知化を通じて、短期間での
高度な技能習熟が可能となりました。

こうした技術やシステムの開発が、単な
るクリーニングではない「ケアメンテサー
ビス®」という新たなサービスモデルの確
立につながりました。何度も着た「お気に
入りの服」を新品同様に再生してくれるサ
ービスは、その服につまった数々の思い出
もよみがえらせてくれます。

「クリーニングしたのに黄ばんだ」「生地を
傷めるのでクリーニングできないと断られ
た」。クリーニング利用者のこうした不満
を解消しようと、独自技術の開発に乗り出
したハッピー。これまでに油性・水性汚れ
を同時処理する「アクアドライ®」や、酸化
したシミや黄ばみを取り除き、衣服に新品
の色彩や風合いを取り戻す「リプロン®」な
ど、従来のクリーニングでは不可能とされ
ていたさまざまな技術を生み出しています。

一方、トラブルを抱えた衣服には、状態
に応じた処置が不可欠。そこで独自のIoT
システム「電子カルテ」も開発しました。
このシステムでは、150科目3000項目に
およぶチェック項目を用いて、衣服1点ご
との情報をデータベース化。顧客へのカウ

サービス改革
顧客満足度はこう上げる！

最最前前

さらに、入会時に手で書いてもらっていた
6~8枚ほどの書類も、システム上に入力し
てもらうだけになり、そのデータを打ち込
み直していた業務は不要に。セキュリティ
面にも対策を施し、ファクス時代とは比べ
物にならないほど情報の機密性も高まって
います。

導入前には、IT化によってコミュニケー
ションが不足するなど、不安の声もありま
したが、業務を効率化して生まれた時間で
シッターの教育研修を充実させるとともに、
利用者などへのフォロー体制を手厚くする
ことができました。サービスの質は低下す
るどころか大幅に高まり、顧客満足度の飛
躍的な上昇につながっています。

近年、国が待機児童の解消を推し進めて
いることを背景に、その受け皿としてベビー
シッターの需要が伸びています。1987年
の創業以来、ベビーシッター派遣事業など
を展開しているポピンズでも利用希望者は
増加。しかし、最近までは業務上のやりとり
を電話やファクスで行っており、顧客増に
対するさらなる効率化が必要な状況でした。

そこで昨年、ノンプログラミングで自由
に設計できるクラウドサービスを利用し、
自社独自のシステムを開発。これまでオペ
レーターが数十分から数時間かけて行って
いた利用希望者とシッターを結びつける業
務は、スマートフォンやPCを使えば最短
約1分で自動的にできるようになりました。

ポピンズ

ハッピー

CLICK! ● 株式会社ポピンズ

CLICK! ● 株式会社ハッピー

日本サービス大賞
厚生労働大臣賞

日本サービス大賞
優秀賞（SPRING賞）
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Food Management
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Economics
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テクノロジー
Food Science

&
Technology
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カルチャー
Food Culture

&
Humanities

「食」を
総合的・包括的に

捉える
Gastronomic

Arts & Sciences

料理運搬ロボットで
おもてなしを科学する

文化や、食を確保する社会システム、人に
とっての食の認知や行動をなどを理解した
上で、新たな食の可能性を切り拓く人材を
育成するのが狙い。卒業後は、食サービス
分野の発展を担う高度マネジメント人材と
して、グローバル・ローカルに活躍するこ
とが期待されています。

日本の教育機関には、各産業分野の事情
を理解し、全体を俯瞰してマネジメントす
る能力をもった人材の育成が求められてい
ます。立命館大学では、経済産業省の「産
学連携サービス経営人材育成事業」を推進
している他大学との連携を深めながら、今
後も実践的な行動力をもつ人材の育成に寄
与していく予定です。

食関連産業は、国民経済最大の基幹産業
であるにも関わらず、これまでその全体を
俯瞰してアプローチするような高等教育が、
ここ日本では提供されてきませんでした。
そこで立命館大学では、社会と食を関連付
けて理解する体系的な教育研究システムを
構築し、“現代の食”に携わる高度人材を育
成することが、高等教育機関としてのミッ
ションであると考えたのです。

2018年4月に開設予定の食科学部では、
経済学や経営学をベースに、人文科学、社
会科学、自然科学を、統合的に食と関連付
けるカリキュラムが組まれる予定。また、
英語、イタリア語などの外国語教育、ヨー
ロッパなどへの留学、地域や企業などと連
携した実践的カリキュラムなども盛り込ま
れる見込みです。食と人が織り成す多様な

サービス改革
顧客満足度はこう上げる！

前前 線線

加賀屋

CLICK! ● 立命館大学 食科学部（仮称）の 
設置構想について

CLICK! ● 和倉温泉加賀屋

おもてなし
経営企業選
平成24年
選定

産学連携
サービス経営
人材育成
事業

CLICK! ● 日本サービス大賞

サービス産業の未来は
高度人材の育成がカギ

立命館大学

日本サービス大賞：優れたサービスを表彰する日本で初めての表彰制度。サービス産業の多種多
様な業種、規模の事業者から応募が寄せられ、「受け手の期待に対する達成度」「サービス産業の発
展への寄与」など、共通の尺度で評価。6月13日には安部総理出席のもと第1回目の表彰式が行
われ、最優秀賞である内閣総理大臣賞をはじめ、経済産業大臣賞など31社が栄冠に輝いた。

ました。
創業当時から変わらないサービスの質

を維持し、そのサービスを提供できるスタ
ッフに長く働いてもらうためには、最新設
備を効果的に活用する必要があったので
す。

国は東京オリンピックが開催される
2020年の外国人観光客の目標値を4000
万人に設定しています。その一人一人に日
本文化を体験してもらい、日本でのいい思
い出を作っていただくためにも、見えない
部分は機械やシステムに任せ、人は人にし
かできない“おもてなし”の仕事に専念す
る。こうした体制を整えることが、いま求
められているのです。

 「プロが選ぶ日本のホテル・旅館100選」
の総合部門で36年連続1位に輝くなど、
明治39年の創業以来サービスの質が高い
評価を受けている老舗旅館の加賀屋。しか
し、創業時に比べて施設が大型化していく
中でもサービスの質を落とせないという状
況が、スタッフの負担増を招いていました。
特に重い料理を各部屋に運ぶ客室係の作業
負荷は増すばかりでした。

そこで加賀屋では、昭和56年と平成元
年に料理を運搬するロボットをそれぞれ導
入。これらロボットの作業量は約30人分
にも相当します。こうして“モノの運搬”
という業務から解放された客室係は、お客
様へのおもてなしに集中できるようになり
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今こそ「サービス生産性革命」を起こす時
│担当者の声

フィスの品質を高め収益を増やすことが大
切です。

この双方を同時に実践していくことが、
人口が減少している日本のサービス業にと
って必要ですが、生産性の上げ方自体も重
要です。

IT活用により従業員がお客様の生の反
応を見なくなったり、顧客満足度を過度に
損なう取組をすれば、見かけの生産性が向
上したとしても、事業の継続が難しくなる
可能性があるからです。

IoT・ビッグデータ・AIを駆使すること
により、顧客情報や接客情報、キャッシュ

「2020年までにサービス生産性の伸び率
を倍増させる」という政府目標が出されま
した。

日本のＧＤＰ、雇用の７割はサービス産
業で占められています。国民の一人一人が
経済成長と地域社会の活力を実感できるよ
うにするためには、サービス産業の生産性
向上が必要不可欠です。これらを受け、日
本再興戦略2016においても、ＧＤＰ600
兆円に向けた成長戦略のひとつとしてサー

ビス産業の生産性向上が盛り込まれました。
それでは、生産性とは何を指すのでしょ

うか？
生産性とは、インプットとアウトプット

の比率のことです。より少ないインプット
（労働や資本など）でより多くのアウトプッ
ト（生産量や売上高など）を産み出すと生産
性が高くなります。

生産性を高めるためには、バックオフィ
ス業務の効率化を図ることや、フロントオ

いつ、どこに、どのくらいの
観光客が来るのか分かるのが
理想だけど、そんなの
夢のまた夢よね……。

CLICK! ● 観光予報プラットフォーム

経済産業省では、どこからやって来たどんな
人がいつどこに泊まったか―という6363
万泊以上の「実績」と「予約状況」を分析す
ることで、半年先までの街の混雑状況がひと
目で分かる「観光予報プラットフォーム」を
提供しています。このシステムを使えば、特
定の期間にあるエリアを訪れる宿泊希望者数
などを事前に予測することができます。さら
に、「都道府県」や「年齢層」など複数条件を
設定した上でのデータ分析も可能。サービス
事業者は、ターゲットを絞り込んだ上での最
適な準備や広報活動を行うことができます。

そのほか、同プラットフォームには、イベ
ントや祭り、漫画の舞台、テレビで紹介され
た店など、約41万件の観光地情報も掲載。
さらに外国人旅行者向けに、多言語対応が可
能な医療機関や、海外カードが利用できる
ATM情報なども紹介しています。

CLICK! ● おもてなし規格認証（仮称）に 
関する検討会の開催状況

日本のサービスの質の高さは海外からの渡
航客にも好評ですが、これまではその品質を
評価する仕組みがありませんでした。そこで
現在、サービス品質を見える化する「おもて
なし規格」の創設を検討しています。

具体的には、認証機関が実地調査などを経
て認定する4段階を設定する予定。その中で
も特に素晴らしいサービスを提供する事業所
はアワードとして選定します。定期的に再審
査を実施し、サービスの品質を維持します。

経済産業省では、この夏にパイロット版の
運用を開始し、その後の本格運用に結び付け
たい考え。規格自体も内容の見直しを随時行
うことで、その時代に合わせた最適な運用方
法に更新していく予定です。

サービス品質を見える化
店選びの新しい指標に

未来の観光動向も丸わかり！
観光業者の必須アイテム

おもてなし規格認証

観光予報プラットフォーム

現場の悩みに応える注目の取り組み経産省が

積極サポート！

他店に比べてサービスの
質の高さには自信がある！　
なのに、それを証明する
手段がない……。
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フロー等を一元的に管理し、バックヤード
業務を簡素化させ業務時間を削減させる。
これによって創出された時間を、お客様と
向き合う時間、お客様との接点の時間に注
ぎ、フロントオフィスでより質の高いサー
ビスを提供する、という好循環を生み出す
手法が理想です。

サービス業の「３Ｋ（キツイ、帰れない、
給料が安い）」というイメージを払拭し、誰
もが憧れ、働きたい仕事となるようなイメ
ージへ変革させていくことが「サービス生
産性革命」の目指す姿のひとつです。

サービスの生産性や質を
上げる方法を知りたいけど、
相談できる人が
近くにいない……。

（左から）

商務情報政策局　サービス政策課
宮田 豪さん　岩戸一史さん　
山田真由葉さん　山田大樹さん　山本 龍さん　
遠藤このみさん　齊藤瑞希さん　

日本のサービス産業の生産性を向上させる
ためには、地域に広がるサービス事業者の全
体的な底上げが不可欠です。しかし現状は、
国が推し進める施策や取り組みが各事業者に
届いているとは必ずしも言えません。

そこで、各自治体におけるサービス政策の
推進を広めるため、各自治体に「サービス担
当者」を設置することを検討しています。各
自治体における優良事例や独自政策を、他の
自治体のサービス担当者に共有できる場を用
意することで、全国のサービス政策推進の機
運を高めていくことを目指します。

また、各自治体が主導し、地域の産学官の
プレーヤーなどが入った「サービス地域拠

点」を全国に設置していくことが決まりま
した。国と事業者のパイプ役となるだけでな
く、地域の商工会や教育機関などとも連携し、
地域の実態に即した施策を立案・実施する役
割を担います。事業者にとっては、地域の頼
れる相談窓口になるはずです。

国と地域を結びつける
サービス事業者の強い味方

サービス地域拠点

現場の悩みに応える注目の取り組み
フルタイムで働きたいけど、
家事との両立が大変。
一部でもいいから、
誰かにお任せできないかな。

人口減少社会の到来に伴い、今後一層顕在
化する人手不足への対応や、新しい知恵の融
合によるイノベーションの促進が重要です。
これらを促す一つのアプローチが、女性の活
躍推進です。女性がさらに活躍できる基盤整
備として、家事等の負担軽減を担う外国人材
の受入れが考えられますが、国はこれまで一
部例外を除き、家事労働を目的とした日本在
留資格を認めていませんでした。

今般、規制改革の一つとして、神奈川県な
どの国家戦略特別区域内で、炊事や洗濯、掃
除といった家事を支援する外国人に対して、
日本滞在ビザを与える事業を試行的に開始。
受け入れる外国人に関しては、実務経験１年
以上、送り出し国における研修の修了など細
かい要件を設定。また、受入企業に対しても、
フルタイムでの直接雇用といった条件や、第
三者組織による監査を受けることなどの要件
を設定。関係省庁等と連携しながら、利用者
が安心できる体制を整えています。

家事支援外国人にも
日本滞在ビザを発給

家事支援外国人受入事業

当課では、サービス生産性向上
を軸に、「サービス産業向けIoT
導入支援」、「新たなサービスフ
ロンティアの創出」、「国際展
開」の3本柱に加え、その「基
盤整備」を主なミッションとし
て日々奮闘中です。

19METI Journal



20 METI Journal Special Report

中小企業庁では、事業者の皆様の課題を解決するため、
少しでもわかりやすい支援策を提供したいという思いから、使う人の視点でまとめた

ハンドブックシリーズを作りました。ぜひご活用ください！

企業輸出支援ハンドブック」（→1）、
5月に「中小企業人材活用ハンドブ
ック」（→2）と「被災中小企業者等
支援策ガイドブック」（→3）を公表
しました。
これらのハンドブックシリーズ
は、①中小企業の事業者が、実際に
手に取った時に、「行動を起こして
みよう」と思って頂けるよう、事業
者の目線に立ちできるだけ分かりや
すい言葉で紹介している、②幅広い
中小企業の事業者を想定し、省庁の
壁をまたがった支援を紹介してい
る、といった特徴があります。

自分に合った支援策が 
見つけられない・・・ 

日本の事業者の99･7％を占め、
日本の従業員の約7割を雇用してい
る中小企業。まさに日本経済を支え
る原動力といえます。ただし、中小
企業と一口にいっても、その規模や
かかえている事情は様々。そのた
め、中小企業をサポートする中小企
業庁は、中小企業の実情にあわせ
た、きめ細やかで多彩な支援策を展
開しています。しかし、それは同時
に、中小企業の事業者にとって、本
当に必要としている支援策を見つけ

ることはとても難しいということで
もありました。

使う人の視点から 
作りました
この課題を解決するため、中小企
業庁では、事業者に対し少しでもわ
かりやすく支援をお伝えするための
取組を進めています。今回ご紹介
するハンドブックシリーズもその1
つ。これは、サポートする側からの
視点で紹介するのではなく、多くの
事業者が感じる課題を中心に、使う
側の視点で支援をまとめています。
これまで平成２８年1月に「中小

(  August / September 2016  )

累計７万部！ 
中小企業に大人気の
ハンドブックシリーズ 
知ってますか？ 
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1ＴＰＰをチャンスに！ 

昨年１０月に大筋合意された環太平洋連携協定（TPP）。大企業のみならず
中小企業にとっても海外進出の大きなチャンスが広がることから、TPPを追
い風にがんばる中小企業を応援するハンドブックを作成しました。情報収集
から、事業計画の策定、海外進出まで、各段階の施策を取りまとめています。

海外展開に関心のある事業者への支援策を「知る・調べる」、「計画する・準
備する」、「海外に進出する」といった海外展開のステージにあわせて整理し
ています。支援策ごとに、すぐに相談できる窓口と、ウェブサイトにスマー
トフォンでアクセスできるQRコードも紹介しています。

関係省庁・機関の施策の情報をより網
羅的にまとめた「中小企業海外展開支
援施策集」もあります。

中小企業庁では、関係機関と連携して、中小企業の輸
出・海外展開に向けた様々な支援策を実施しています
が、中小企業の皆様からは、支援内容が分かりにくい、
敷居が高い、といった声もありました。まずは、知っ
ていただくことが大事。そこで、思い切って情報を絞
り、コンパクトで分かりやすくするよう意識しました。
多くの中小企業の皆様にご活用いただき、海外展開を
検討するきっかけにしていただければと思います。

製作者の声

「知る・調べる」「計画する・準備する」「海外に進出する」な
ど、海外展開のステージにあわせて支援策が整理されてい
て、様々なニーズをお持ちの中小企業の皆様に情報提供を
する上でも、大変使いやすい。
また、A５とハンディなサイズなので、各地で実施してい
るセミナーなどで配布し、お持ち帰りいただくのにも便利。
（JETRO）

支援機関の声

CLICK! ● 中小企業輸出支援ハンドブック

CLICK! ● 中小企業海外展開支援施策集2016

KEY WORD ハンドブックシリーズ

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kokusai/2016/160527tpp.pdf
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kokusai/2016/160530KTJirei.pdf
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製作者の声

2人材力で経営力ＵＰ！
経営において重要な「人材」の確保や、その働き方改革に挑みたいという中
小企業を応援する一冊です。中小企業庁施策のみならず、厚生労働省など各
省庁の様々な支援策を取りまとめたものです。

「人材を探す」、「職場の魅力を伝える」、「仕事を続けやすい職場をつくる」、
「人材を活用する」、「人材を育てる」の５つのカテゴリーで整理しています。
支援策ごとに、すぐに相談できる窓口と、ウェブサイトにスマートフォンで
アクセスできるQRコードも紹介しています。

支援機関の声

画像仮

国が行う支援策の全体像が分
かって良い。
（商工会議所）

コンパクトで簡潔に説明され
ていて、大変わかりやすい。
（高知商工会議所）

すっきりしてわかりやすい。企
業の状況に応じて、どこに相談
すれば良いか、何を調べれば
良いか導線で示してある。採
用セミナーをはじめ、企業が
集まるイベントで配布したい。
（人材紹介会社）

省庁横断的に支援策がコンパ
クトにまとめられている。職
員が常に持ち歩き中小企業か
らの相談に対して速やかに対
応できるようになった。
（東濃信用金庫）

中小企業の皆様から「人材の確保や活用の支援策にど
のようなものがあるか他省庁について知りたい」、「そ
れらの支援策を利用するにはどこに連絡すれば良いか
知りたい」といった要望を多数いただきました。そこ
で、国の支援策を問い合わせ先とともにコンパクトに
分かりやすく紹介するハンドブックを作成し、中小企
業庁のウェブサイトに掲載し、全国の関係機関に配布
しました。

CLICK! ● 中小企業人材活用ハンドブック

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/koyou/2016/160502jinzai.pdf
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地震発生直後に情報収集のために被災地入
りした職員が、カバンに詰め込み、その場
で配布できるよう、被災された事業者の皆
様のお役に立ちそうな情報をかき集め、10
ページ程度の小冊子にまとめるところから
始まりました。その後、現地からの声など
に基づき、様々な支援策を検討していった
結果、版を重ねる度に掲載情報が増え、気
がつけば最新の第6版では90ページ近く
のボリュームになっていました。

製作者の声

3熊本地震の被災支援も！ 

企業のニーズにあわせて支援ツールを一元的に紹介するガイドブックは、先般の熊本
地震への対応でも力を発揮しました。地震直後の4月18日、被災した中小企業の皆
様が活用できる支援策をまとめたガイドブックを作成。すぐに現地で配布しました。
特に、相談窓口をまとめて紹介するページは好評で、熊本の震災直後から現地で配
布するとともにHPにも掲載。6月14日までのおよそ2ヶ月の間に、熊本県、大分
県の中小企業から、7,000件以上の問い合わせが寄せられました。
また、ガイドブックには、経済産業省の支援策だけでなく、雇用や瓦礫処理といっ
た他省庁の支援策も掲載されているため、商工会、商工会議所等の相談窓口では、
企業から寄せられる様々な悩み（資金繰りや、雇用維持、補助金等の支援策など）に
対して、経営指導員がガイドブック片手に対応している姿もよく見られます。

相談窓口の紹介、資金繰り支
援、被災施設の復旧支援、取
引上の悩み相談対応、公募・
手続き期間の延長等に加え、
雇用問題、税金の申告・納付
関係など、他省庁の施策も含
め、被災された中小企業の皆
様が事業の復旧・再開に向け
て立ち上がる際の手助けとな
り得る支援情報を網羅して紹
介しています。

ったウェブサイト、メールマガジ
ン、ＳＮＳ（ツイッター）などを通じ
て、中小企業の皆様が必要とする支
援策情報、関連情報などを幅広く提
供しています。
中小企業庁では、今後とも、少し
でも多くの事業者の皆様に、わかり
やすく支援策情報などをお伝えする
ための取組を進めてまいります。

中小企業ツールは 
他にもたくさん！
中小企業庁では、中小企業を育
成・発展させ、その経営を向上させ
るための環境を整えるために、様々
な角度からの支援や情報提供を行っ
ています。
今回ご紹介したハンドブックシリ

ーズは、中小企業庁ホームページや
中小企業・小規模事業者支援ポータ
ルサイト「ミラサポ」から自由に閲
覧・ダウンロードいただけるほか、
各経済産業局、ＪＥＴＲＯ、中小機
構、よろず支援拠点等でも配布して
います。
また、この他にも、様々な広報冊
子（印刷物）や、ＨＰ・ミラサポとい

CLICK! ● 被災中小企業者等支援策ガイドブック（第6版）

KEY WORD ハンドブックシリーズ

http://www.chusho.meti.go.jp/earthquake2016/160418gaidobook.pdf
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